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区　　分 分　　類 規　　格 備　　考

着　工　前

工　事　中

完　成　時

実態調査用

部　　数

 ※デジタルカメラ

 ※デジタルカメラ

 ・カメラ

 ・カメラ

 ※デジタルカメラ

 ・カメラ

 ※デジタルカメラ

 全景：キャビネサイズ

 部分：サービスサイズ

 カラーサービスサイズ

 全景：キャビネサイズ

 部分：サービスサイズ

※   １部

・( 　)部

※   １部

・(　 )部

※   ３部

・( 　)部

※   ２部

※撮影箇所及び方法については、「営繕工事写真撮影要領（平成24年度版）・同解説 工事写真

の撮り方 建築編」による。

完成写真の撮影者　　　・監督職員の承諾する撮影業者　　※監督職員の承諾する撮影者

・　工事中，取合い部その他工事範囲外の部分に汚損を生じた場合は原形に復旧する。20　既存建物との取合い

21　中間検査 　この工事については，中間検査を　　・ 行う　　・ 行わない

職員と協議の上，発注者に申し出ること。

行う場合は，出来高が５０％を超えた時点を検査の目安とし，工事受注者は検査の希望日を監督

　図面及び特記仕様書に記載されていない事項は，「建築物解体工事共通仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 平成31
年度版)(以下「解体共仕」という。)による。ただし，解体共仕に記載されていない事項は，「公共建築工事標準仕様書（国土
交通省大臣官房官庁営繕部監修平成31年度版）」及び「公共建築改修工事標準仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 
平成31年版)」本特記仕様書に基づき施工するものとする。
電気設備解体工事及び機械設備解体工事を本工事に含む場合は，それぞれの標準仕様書及び法令等に従い，処分等を行う。

１．共通仕様

２．工事仕様書のうち必要として特記する事項と，その他必要として特記する事項を特記事項とする。

３．特記事項の適用は次のとおりとする。
１）項目は番号に○印のついたものを適用する。
２）特記事項は・印のついたものを適用する。
　・印のつかない場合は，※印のついたものを適用する。
　・印と※印のついた場合は，共に適用する。
３）形状寸法の単位は特記なき限りミリメ－トルとする。
４）特記事項に記載の（　　）内の表示番号は，「解体共通仕様書」の当該項目，当該図又は当該表を示す。

４．前金払

限り，前払金の支払を請求することができる。

５．中間前金払か部分払かの選択

６．中間前金払
契約金額（全体又は年度毎の出来高予定額）の１０分の２を越えない範囲内に限り，７の全ての要件を満たす場合に中間前
払金の支払を請求することができる。

７．中間前金払の要件
１）工期の２分の１を経過していること。
２）工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係る作業が行われていること。
３）既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が請負金額の２分の１以上の額に相当するものであること。

８．部分払
前払金を支払ったものについては工期中２回まで，前払金の支払がされていないものは工期中３回までとする。

９．火災保険
火災保険の適用は（　・有　・無　）とする。
なお，適用有の場合は，契約締結後速やかに火災保険に加入し，保険期間は工期後２１日とする。

10．下請工事における管内（県内）建設業者の優先活用
１）工事の一部を下請に付する場合は（　　　　　）管内に主たる営業所を有する者を使用するよう努めることとする。
２）前項の管内建設業者を活用しない場合は，施工計画書等の提出と併せて「不使用等状況報告書」を監督職員に提出すること。
３）監督職員から指示された場合，「下請業者使用実績報告書」を監督職員に提出すること。

11．配置技術者等の途中交代
１）配置技術者等の途中交代が認められる場合としては，主任技術者又は監理技術者の死亡，疾病，退職等，真にやむを
　得ない場合のほか，下記に該当する場合である。
　①　受注者の責によらない理由により工事中止，または工事内容の大幅な変更が発生し，工期が延長された場合。
　②　工場製作を含む工事であって，工場から現地へ工事の現場が移行する時点。
　③　大規模な工事で一つの契約工期が多年に及ぶ場合。
２）上記１)のいずれの場合であっても，受注者と発注者が協議し，工事の継続性，品質確保等に支障がないと認められる場合
　のみ途中交代が可能となる。

12．電子納品
１）本工事は，電子納品対象工事であり，電子納品とは「調査，設計，工事などの各業務段階の最終成果を電子成果品として

　ライン」という。）に定める基準に基づいて作成した電子データを指す。
２）ガイドラインに基づいて作成した電子成果品は電子媒体（CD-R）で正本１部，副本２部の計３部提出する。電子化しない成
　果品については従来どおりの取扱いとする。電子納品レベル及び成果品の電子化の範囲については，事前協議を行い決定する
　ものとする。
３）電子成果品を提出する際は，鹿児島県の公開する電子納品チェックソフトによるチェックを行い，エラーが無いことを確認
　した後，ウィルス対策を実施した上で提出すること。

13．暴力団関係者による不当介入を受けた場合の措置

介入」という。)を受けた場合は，断固としてこれを拒否するとともに，その旨を遅滞なく県(発注者)及び警察に通報すること。
　県が発注する建設工事等（以下「県工事等」という。）において，暴力団関係者による不当要求又は工事妨害（以下「不当

県工事等において，暴力団関係者による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が生じた場合は，県（発注
者）と協議を行うこと。

14．ダンプトラック等による過積載等の防止について
１）工事用資機材等の積載超過のないようにすること。
２）過積載を行っている資材納入業者から，資材を購入しないこと。

４）さし枠の装着又は物品積載装置の不正改造をしたダンプカーが，工事現場に出入りすることがないようにすること。

３）資材等の過積載を防止するため，資材の購入等に当たっては，資材納入業者等の利益を不当に害することがないようにする

５）「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」（以下「法」という。）の目的に鑑み，法第
　12条に規定する団体等の設立状況を踏まえ，同団体等への加入者の使用を促進すること。

　トラック等によって悪質かつ重大な事故を発生させたものを排除すること。
６）下請契約の相手方又は資材納入業者を選定するに当たっては，交通安全に関する配慮に欠けるもの又は業務に関しダンプ

７）１)～６)のことについて，下請契約における受注者を指導すること。

　納品すること」をいう。ここでいう電子納品とは，「鹿児島県電子納品ガイドライン(令和５年３月)：（以下「ガイド

１　適用基準等 ・建築工事安全施工技術指針(官庁営繕部)　
・建設工事公衆災害防止対策要綱（建設工事編）(官庁営繕部)

・建設副産物適正処理推進要綱（平成14年5月30日国交省通知122号等）

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律

・資源の有効な利用の促進に関する法律（リサイクル法）

・建設工事に係る資材の再資源化等に関る法律（建設リサイクル法）

・石綿障害予防規則等の一部を改正する省令（平成26年11月28日厚生労働省令第131号）

注）解体工事を行うに当たっては，構造物の状況や工事現場周辺の条件等を検討した上で騒音

　　規制法，振動規制法等の関係諸法令を遵守し，必要な措置を講じなければならない。

２　官公署その他への 工事の着手，施工，完成に当たり，関係官公署その他の関係機関への必要な届出内容を監督職員

　　届出手続等

３　工事実績情報の登録 ※適用する（工事請負金額が500万円以上）　　　・適用しない　　　　　　　　　　

・適用する　　　　　※適用しない　　　　　　　　　　　　　　　　　
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１　騒音・粉じん等対策

　設置範囲及び高さは図示（　　　　　　　）図による。

・防音パネル　・防音シート　・養生シート　　　　　　　　　　　　　　　

２　仮囲い

内部足場　　　　　　　　　※脚立，足場板等　　・（　　　　　　　）

４　監督員事務所

※　設置位置は，監督員との協議による。また，取付けは，強風に対し安全な工法とする。

※設ける（仕様，位置，延長等は図示）　　　　・設けない　　　  　　　　  　　

・設ける（　　　　 ㎡程度）　・既存建物の一部を使用　　・設けない

・材質　　※県産杉板　・（　　　　　　　　　　　）

５　現場表示板

６　山留め

７　工事用水

・工法等　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　

構内既存施設　　　・利用できる（※有償　　　・無償）　※利用できない

８　工事用電力 構内既存施設　　　・利用できる（※有償　　　・無償）　※利用できない

２

３

４
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・　900×1800のサイズとし，上部中央には県シンボルマーク（150*150程度）を表示の上，工事名，

発注者，設計者，監理者，施工者，工期を明記する。　　　　　　　　　
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※付着紙の除去の有無は問わない

※保管場所は監督員の指示による

８ 内部造作等解体 内外装材 木 材 ④

木くず②

金 属 ③

内外装材

堆肥チップ・木炭として再利用

管　理　型　処　分　場

安　定　型　処　分　場

安　定　型　処　分　場

その他廃石膏ボード②

再　生　利　用

管　理　型　処　分　場

飛散性アスベスト⑥ ・袋詰（二重梱包）

・コンクリート固形化

管理型又は遮断型処分場で埋立

アスベスト含有成形板① ・袋詰（二重梱包） 安　定　型　処　分　場

ＰＣＢ使用電気機器 防漏液型保存箱 倉　庫　で　保　管

再　生　利　用水　銀　回　収　⑤蛍 光 灯 管 球 ⑤

鉛　　　等　　　⑤小形二次電池(鉛電池等) 再　生　利　用

ニッケルカドニウム等⑤

煙　感　知　器 放射性物質回収⑦ 回収のため製造所等へ返却

空　調　機　器 金　　　属　　　③

ﾌﾛﾝ,ﾊﾛﾝｶﾞｽ回収⑦ 破壊処理又は再生利用

木材として再利用検討躯　体　解　体 木　　材 良 材 ④

不良材④ 堆肥チップ・木炭として再利用

ＣＣＡ処理材⑥ 焼　　　　却 管　理　型　処　分　場

再　生　骨　材コンクリート塊④

鉄　筋・鉄　骨　③

基　礎　解　体 再　生　骨　材

鉄　　　筋　　　③

コンクリート塊④

コンクリート塊④ 再　生　骨　材

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊④ 再生加熱アスファルト

金　　　属　　　③

外部舗装解体

破　　　　　　砕

破　　　　　　砕

切　　　　　　断

破　　　　　　砕

切　　　　　　断

破　　　　　　砕

破　　　　　　砕

切　　　　　　断

ガ　ラ　ス　⑤

破　　　　　　砕

焼　　　　　　却
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１．

２．

３．

４．

　契約金額３００万円以上の工事にあっては，契約金額（全体又は年度毎の出来高予定額）の１０分の４を超えない範囲内に

契約金額３００万円以上の工事にあっては，契約に当たり中間前金払又は部分払を請求することができる。

（本県取扱い） 　廃棄物
廃棄物の種類

・廃プラスチック

・防水アスファルト

・ガラスくず，陶磁器くず

・繊維くず

・木くず

・非飛散性ｱｽﾍﾞｽﾄ含有建材

施設名称 所在地

　（ｶﾞﾗｽ・陶磁器くず類）

　（廃プラスチック類）

・飛散性アスベスト

・廃石膏ボード

９　最終処分する建設

10　処理に注意を要する

　建設廃棄物
種　類 処理施設等名称 所在地等 距　離

(4.5.1)

搬出距離
・石綿含有保温材の除去

　　除去対象範囲　　　※図示

　　除去工法　　　　　・破砕して除去　　　・手ばらし

　　除去した石綿含有保温材等の飛散防止　

　　　　※湿潤化　　　・固形化

　　除去した石綿含有保温材等の処分

　　　　・埋立処分（管理型最終処分場）　　・中間処理（溶融施設又は無害化処理施設）

　処理を行う石綿含有保温材等の仕様等

 ・石綿含有耐火被覆板

 ・石綿含有保温材

 ・石綿含有断熱材

材料名  厚さ（mm） 処理を行う範囲

 ※図示　　　・　　

 ※図示　　　・　　

 ※図示　　　・　　

(6.5.1～4)

[改修標準仕様書 9.1.4]

・石綿含有成形板の除去

　　除去対象範囲　　　※図示

　　　　　　

　　除去した石綿含整形板等の処分

　　　　・石綿含有せっこうボードを除く石綿含有成形板

　　　　・石綿含有せっこうボード

　　　　　　※埋立処分（管理型最終処分場）

　　　　　　・埋立処分（管理型最終処分場）　

　　　　　　・中間処理（溶融施設又は無害化処理施設）

７　確認及び後片付け

(6.3.4)
確認を行う。

・　除去作業終了後，高性能真空掃除機で床等の清掃を行い，原則として，監督職員が除去の

１ ６４

　
　
産
業
廃
棄
物
の
処
理

R2.4.1

　ただし，工事完了後に不可視部分となる地下埋設物（基礎，地中梁及び杭）については，全て
撮影すること。

 (本県取扱い)

　(本県取扱い)

　こと。

15.　本工事の受注者は，建設工事の一部を下請けする場合は，施工体制台帳及び添付書類を作成し，工事現場に据え置くとともに，
その写しを監督職員に遅滞なく(遅くとも下請工事の着手前までに)提出すること。また，施工体制台帳の記載事項又は添付書類
に変更があったときは，その都度，当該変更があった年月日を付記して，変更に関する事項について，作成し提出すること

16. 本工事の受注者は，工事を施工するために，建設工事の一部または以下のアからエの業務を下請に付する場合は，施工体系図
を作成し，工事の期間中，工事現場の工事関係者が見やすい場所及び公衆の見やすい場所に掲示するとともに，その写しを監督
職員に遅滞なく(遅くとも下請工事または業務の着手前までに)提出すること。また，施工体系図の記載事項に変更があったとき
は，その都度，変更に関する事項について，作成し提出すること。
　　ア 伐採及び測量･調査等の工事現場で作業を行う業務　　　　イ 土砂やコンクリート殻等の運搬のみを行う業務　
　　ウ 工事現場の警備(交通誘導を含む)を行う業務　　　　　　 エ その他監督職員が記載を指示した業務等

14　施工 ・　「解体共仕」による　

・　「解体共仕」による　　　13　施工調査

対応する。また，それらの経過について記録し，遅滞なく監督職員に報告する。
とともに，工事に関して第三者からの説明要求・苦情等があった場合は，直ちに誠意をもって

・　地域住民等と工事の施工上必要な折衝を行うものとし，あらかじめ概要を監督職員に報告する12　近隣との折衝

・大気汚染防止法の一部を改正する法律(平成26年6月21日法律第58号)

に報告し，手続きを遅滞なく行う。

(1.1.4)

４　施工計画書 ・「解体共仕」による

※全ての工事において，再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書を施工計画書に

含めて提出すること。また，その実施書についても提出すること。この場合，建設副産物

情報交換システム（COBRIS）の利用を推奨する。

(1.2.2)

５　建設副産物対策等の

責任者

・　次の責任者を選任し，資格の証明資料を監督員に提出する。(兼務は可能)

※建設副産物対策責任者　※特別管理産業廃棄物管理責任者　※産業廃棄物処理責任者

(1.3.2)

６　電気保安技術者

７　工事用電力設備の

保安責任者

８　施工条件

・　工事車両の駐車場所，及び資機材置き場　　※工事現場内　　・（　　　　　　　）

・　建築基準法，労働安全衛生法その他関係法令等及び建設工事公衆災害対策要綱(建築工事偏)
(以下「災害対策要綱」という)に従うとともに，建築工事安全施工技術指針を参考に，工事の
安全に留意して現場管理を行い，施工に伴う災害及び事故の防止に努める。その他は

９　施工中の安全確保

・　建築基準法，建設リサイクル法，環境基本法その他関係法令等に従うとともに，建設副産物
適正処理推進要綱に従い，工事の施工の安全に留意して現場管理を行い，施工に伴う災害及

10　施工中の環境保全等

11　発生材の処理 ・　発注者に引き渡しを要するもの　　※金属類，PCB含有物　　・（　　　　　　　）

(1.3.3)

(1.3.5)

(1.3.4)

(1.3.6)

(1.3.9)

(1.3.10)

・　法令等に基づき有資格者を定め，監督職員に報告する。

「解体共仕」による。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

び事故の防止に努める。その他は「解体共仕」による。　　

・　施工時間は「解体共仕」による。　　　　　　　　　　　　　　　

(1.1.3)

(1.4.4 ，1.4.2)

(1.5.2, 1.5.3, 1.5.4, 1.5.5)

(3.1.3)

(3.2.1)

(3.3.1)

(3.3.2)

騒音・粉塵等の対策

３　足場その他

材料，撤去材等の運搬方法　・Ａ種　・Ｂ種　・Ｃ種　・Ｄ種　・Ｅ種

外部足場　種類　　　　　　・Ａ種(手すり先行型足場)　・Ｂ種　・Ｃ種　・Ｄ種　・Ｅ種

(2.2.1)

(2.2.2)

(2.2.2)

(2.3.1)

(2.4.1)

 (本県取扱い)

 (本県取扱い)

(2.3.1)

・　解体施工(分別解体等，構造的安全性等)に関わる施工調査　　※行う

・　特別管理産業廃棄物，アスベスト含有建材，特殊な建設副産物がある場合は，５，6，7章に

よる除去及び回収を行う。

・　給水，ガス，電力，通信，各種設備機器の停止を確認する。

・　浄化槽等の汚水及び汚物は，事前回収，洗浄，消毒等の措置を行い，周辺環境の汚染を防止

する。

・　オイルタンク，オイルサービスタンク，配管内の廃油は，事前回収し，洗浄等の措置を行う。

(3.1.3)

(3.2.1)

・　解体共仕による。解体材の処分は○による。３　解体手順

１　施工調査

２　事前措置

４　解体方法

議の上，手作業と機械によることができる。

・　建築設備，内装材，屋根葺材等は手作業とする。ただし，技術的に困難な場合は監督員と協

(3.3.1)

(3.3.2)

５　分別解体 分別解体の種類

）

・その他の外装材　　　（・　　　　　　　　・　　　　　　　　）

・その他の内装材等　　（・　　　　　　　　・　　　　　　　　）

・その他の屋根葺材等　（・　　　　　　　　・　　　　　　　　）

・その他の防水材等　　（・　　　　　　　　・　　　　　　　　）

・その他の構造材　　　（・　　　　　　　　・　　　　　　　　）

(3.4.1)

上記以外は，解体共通仕様書3.5.1～3.8.1による

(3.5.1, 3.6.1, 3.7.1, 3.7.2, 3.8.1)

６　基礎等，杭

杭の解体工法　　・引抜き工法　　・破砕による解体

杭の解体　　　　・行う　　　　　・行わない

・ＰＣコンクリート杭等(・長さ(　　)ｍ　・径(　　)ｍ　・継手(・有　・無)　・(　)本)

・その他

(3.9.1,3.9.2)

(3.10.1)

７　さく，照明設備等 さく，照明設備等の付属物の解体　　・行う

８　舗装，樹木等

９　地下埋設物

　　及び埋設配管

(3.11.1)

(3.12.1)

10　解体後の整地

地下埋設物及び埋設配管の解体　　・有り

樹木等は　・伐採伐根　・移植　・剪定

解体後の埋戻し，盛土　・　行う　　・行わない

埋戻し用搬入土　　・あり(・山砂類　・他現場発生土)　・なし(・現場発生土)

・他現場発生土の場合　（発生場所・連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

埋戻し高さは図示による

(3.13.1)

(4.1.2)

１　用語の定義

２　建設廃棄物の処理計画

(4.1.4)

３　工事現場内の保管

４　運搬及び処分の委託

(4.2.1)

・「解体共仕」による。

・  建設破棄物の処理に先立ち，種類別に具体的に処理計画を定め，施工計画書に記載する。

・  保管は周辺環境に影響を及ぼさないようにするとともに，廃棄物処理法の「産業廃棄物保管基

準」に基づき，分別した廃棄物の種類ごとに保管する。

・  運搬及び処分の委託契約は，廃棄物処理法の規定により，委託先ごとに個別に書面で行う。

・  運搬及び処分の委託先は，廃棄物処理法で定める事業許可(運搬，処分)のある事業者とする。

・  処理の委託に当たっては，マニフェストを交付し，最終処分が終了したことを確認する。(ただ

し，電子マニフェストでの確認の場合は除く)

(4.3.1)

５　委託しない場合の処理 ・　受注者が自ら運搬する場合は，廃棄物処理法等に従い実施する。

・　受注者等が，現場内にコンクリート塊の破砕等の処理のため，廃棄物処理施設を設置する場

合は，廃棄物処理法によるほか，必要に応じて知事許可等を得る。

(4.3.2)

６　再資源化等 特定建設資材の分別解体等及び再資源化等

・　建設リサイクル法等の対象内外に関わらず，分別解体等及び特定建設資材の再資源化等につ

いて適切な措置を行う。

　分別解体等の方法

工　程 作　業　内　容 分別解体等の方法
 
工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

１建築設備

内装材等

・

２屋根ふき材

３外装材 ・

 上部構造部分

４基礎 ・

基礎ぐい

５その他

建築設備・内装材等の取り外し

　・有　　・無

・手作業

・手作業，機械作業の併用

　併用理由（　　　　　　　　　）

屋根ふき材の取り外し

　・有　　・無

・手作業

・手作業，機械作業の併用

　併用理由（　　　　　　　　　）

・手作業

・手作業，機械作業の併用

　併用理由（　　　　　　　　　）

・手作業

・手作業，機械作業の併用

・手作業

・手作業，機械作業の併用

　・有　　・無

　・有　　・無

　・有　　・無

基礎・基礎ぐいの取り壊し

外装材・上部構造部分の取り壊し

その他の取り壊し

建設廃棄物の種類 中間処理施設又は

再資源化施設の名称等

所在地 距離

・ コンクリート

・ 木材

・ 木材（縮減）

・ ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

※上記に示す受入施設は参考であり，実施にあたっては関係法令を遵守し，適切な処理を行う

ものとする。なお，処分場の決定にあたっては監督員と協議する。

※解体材の処理に当たっては「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」「建設副産物

適正処理要項」(平成14年版)を遵守して行わなければならない。

了報告書又は監督員指定の再生資源利用促進計画書(実施書を監督員に提出する。

・　特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したときは，建設リサイクル法による再資源化等完

７　再資源化された建設

　廃棄物の現場利用 種　類 利用する場所（箇所）等

・

・

・

(4.4.1)

８　再資源化完了報告等

※　特別管理産業廃棄物

　管理責任者

・　特別管理産業廃棄物の処分等を行う場合は，廃掃法で定められた特別管理産業管理責任者

を選任し，資格を証明するする資料を監督職員に提出する。

１　施工調査 ・　施工調査結果は，監督員に提出する。

・　特別管理産業廃棄物の使用状況調査(製造所名，製造年，型式，種類，数量等)及びそれに応

じた収集運搬業者，処分業者，回収業者等調査する。

２　処理計画 ・　施工調査に基づき，種類別に具体的な処理計画及び回収計画を定め，1.2.2.(1)の施工計画書

に記載する。

(5.1.2)

(5.1.3)

３　特別管理産業廃棄物

　の保管 とするなど「特別管理産業廃棄物保管基準」に従い保管する。

・　現場内に保管しない。搬出するまでの間やむを得ず保管する場合は，雨水がかからない場所

(5.2.1)

４　運搬，処分及び回収

　の委託

・　特別管理産業廃棄物の運搬，処分の委託契約先は，廃棄物処理法の特別管理産業廃棄物

（運搬，処分）事業許可業者とし，委託先に特別管理産業廃棄物の種類，数量，性状，荷姿，留

意事項を文書により通知しなければならない。

(5.3.1)

５　特別管理産業廃棄物
分析調査を行う特別管理

産業廃棄物等の種類

採取する部位

又は箇所等

採取する数量 備　考
　の処分等

特別管理産業廃棄物の種類 処分場の名称等 所在地等 距　離

・

・

・

・

(5.4.1)

１　石綿作業主任者 　石綿作業主任者技能講習又は平成18年3月以前の特定化学物質等作業主任者の有資格者とする。

２　特別管理産業廃棄物

　管理責任者

(6.2.2)

　石綿含有吹付材及び保温材について排出事業者は，特別管理産業廃棄物管理責任者の資格を有す

るものを選任し管理させる。

(6.2.4)

３　専門工事業

（本県取扱い）

・　アスベスト含有吹付け材の除去については，以下を満足する専門工事業者に実施させる。 

なお，満足していることを証明する資料を監督職員に提出する。

・　原則としてアスベスト含有吹付け材除去に必要な機材を保有し，適切に使用できる者 

・　特別管理産業廃棄物管理責任者を有する者 

・　石綿作業主任者(平成18年3月31日以前の特定化学物質等作業主任者を含む)を有する者 

・　過去5年間に，自ら施工によるアスベスト含有吹付け材除去工事の実績がある者

４　官公署等への手続き ・　建築物解体等作業届(労働基準監督署)，特別管理産業廃棄物管理責任者設置報告書（知事

又は市長）の手続きを行う。 (本県取扱い)

　石綿粉塵濃度の測定方法，専門測定機関及び報告書の作成は，「解体共仕」による。

(6.1.3)

施工調査

※石綿含有建材の事前調査

　工事着手に先立ち，目視及び貸与する設計図書等により石綿を含有している吹付け材，成形

板，建築材料等の使用の有無について調査する。

　貸与資料（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　調査範囲（※対象部位　　　　　　　　　　　　　　・図示　　　　　　　　　　　）

・ｽﾚｰﾄﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ板

・ｽﾚｰﾄ平板

・ｽﾚｰﾄ波板

・ｽﾚｰﾄ軟質板

・住宅用屋根ｽﾚｰﾄ

・ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞ

・押出成型ｾﾒﾝﾄ板

・ﾛｯｸｳｰﾙ吸音材

・ｽﾗｸﾞ入石膏ﾎﾞｰﾄﾞ

・石綿ｾﾒﾝﾄ板

・化粧けい酸ｶﾙｼｳﾑ板

・けい酸ｶﾙｼｳﾑ板

・石綿ｾﾒﾝﾄ円筒

・ﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ

・ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ

・ﾋﾞﾆﾙ幅木

・ ・

・・無機質系壁紙

調査対象石綿含有成型板の種類

・　分析による石綿含有建材の調査

　分析対象

　　ｱｸﾁﾉﾗｲﾄ，ｱﾓｻｲﾄ，ｱﾝｿﾌｨﾗｲﾄ，ｸﾘｿﾀｲﾙ，ｸﾛｼﾄﾞﾗｲﾄ，ﾄﾚﾓﾗｲﾄ

　分析方法

材料名

JIS A 1481-3またはJIS A 1481-4JIS A 1481-1またはJIS A 1481-2

定性分析 定量分析

・

・

・

・　　　箇所

・　　　箇所

・　　　箇所

・　　　箇所

・　　　箇所

・　　　箇所

　サンプル数　　１箇所あたり３サンプル

　採取場所　　　・図示　　　・（　　　　　　）

５　表示及び掲示 ・　改修標準仕様書9.1.2(f)による表示・掲示を行う。

・　石綿粉じん濃度測定

　測定時期，場所及び測定点

適
用

・

・

・

・

・

・

・

・

・

 測定1

 測定2

 測定3

 測定4

 測定5

 測定6

 測定7

 測定8

 測定9

測定

名称

測定時期 測定箇所数

(各施工箇所ごと)

測定場所

（シート養生中）

 撤去後１週間以降

 処理作業後シート

 処理作業後

 処理作業中

 処理作業前  処理作業室内

 調査対象室外部付近

 処理作業室内

 セキュリティゾーン入口

 集じん・排気装置排出口

（処理作業室外の場合）

 処理作業室外

　・施工区画周辺　　・敷地境界

 処理作業室内

 処理作業室内

 調査対象室外部の付近

 出口吹出し風速

 1m/s以下の位置

 計  　　　点

 計  　　　点

 計  　　　点

 計  　　　点

 計  　　　点

 計  　　　点

 計  　　　点

 計  　　　点

(6.1.3)

[改修標準仕様書 9.1.1]

　測定方法

・　自動測定器による測定

・測定4

・測定5

測定方法測定名称

　粉じん相対濃度計（デジタル粉じん計），パーティクルカウンター,繊維

 状粒子自動測定器（リアルタイムファイバーモニター）等の粉じんを迅速

 に測定できる機器を用いた測定

・　JIS K 3850-1に基づいた測定

測定名称

・測定4

・測定5

・測定

・

・測定

・

・測定

・

メンブレンフィルタ

直径（mm） 流量（L/min）

試料の吸引 試料の吸引

時間（min）

25

47

47

5

10

10

30

120

240

石綿含有建材の処理

　　除去対象範囲　　※図示

・石綿含有吹付け材の除去

　　除去工法　　　　※[改修標準仕様書 9.1.3](2)(ｱ)による

　　除去した石綿含有吹付け材等の飛散防止措置

　　　　※湿潤化　　　・固形化

　　除去した石綿含有吹付け材等の飛散防止措置

　　　　・埋立処分（管理型最終処分場）　　・中間処理（溶融施設又は無害化処理施設）

(6.4.1～5)

[改修標準仕様書 9.1.4]

６　施工調査

５

６

・　特殊な建設副産物とは，「オゾン層保護法」に基づく特定物質，放射線障害防止法に基づ

く放射性同位元素，地球温暖化対策の推進に関する法律の規定による六ふっ化硫黄(SF6)ガス，

化学物質の審査等に関する法律に規定するPFOS(ペルフルオロ(オクタン－１－スルホン酸))，

特定化学物質障害予防規則に基づく特定化学物質である。

・　施工調査結果は，監督員に提出する。

１　用語の定義

２　施工調査

・　特殊な建設副産物の使用状況調査(製造所名，製造年，型式，種類，数量等)及びそれに応じ

た収集運搬業者，処分業者，回収業者等調査する。

・　施工調査に基づき，種類別に具体的な処理計画及び回収計画を定め，1.2.2.aの施工計画書に３　処理及び処理計画

記載する。

４　工事現場内の保管 ・　PCB廃棄物を除き，現場内に保管しない。搬出するまでの間やむを得ず保管する場合は，雨水

がかからない場所とするなど「特別管理産業廃棄物保管基準」に従い保管する。

５　回収及び処分 ・　関係法令等により運搬，回収，処分する。

６　特定物質

７　イオン化感知器

(7.1.2)

(7.1.3)

(7.1.4)

(7.2.1)

(7.3.1)

(7.3.2)は焼却による破壊処理が可能な処理施設で処理する。

・　フロン(冷媒）は関係法令等により，登録を受けた回収業者に委託する。建材用断熱材フロン

・　ハロン消火剤は，関係法令等によりハロン消火設備業者に回収を委託する。

・　製造業者に引き渡す。

８　六ふっ化硫黄

　(SF6)ガス
・　製造業者に回収を委託する。

９　PFOS(ﾍﾟﾙﾌﾙｵﾛ

　(ｵｸﾀﾝ-1-ｽﾙﾎﾝ酸))
・　廃棄物処理法により，処理業者に処理を委託する。

10　特定化学物質

11　その他の特殊な建設

　副産物

・　関係法令等により，回収又は処分する。

・　関係法令等により，回収又は処分する。

(7.3.3)

(7.3.4)

(7.3.5)

(7.3.6)

(7.3.7)

※作業場の隔離及び負圧

※湿潤化困難の場合は

監督職員と協議

②

スクラップ有価処分

ALCパネル,他内外装材①

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ，ｶﾞﾗｽ①

ひ素含有石膏ﾎﾞｰﾄﾞ

ｶﾄﾞﾐｳﾑ含有石膏ﾎﾞｰﾄﾞ
⑥

管理型処分場で埋立

又は製造業者に回収委託

スクラップ有価処分

スクラップ有価処分

スクラップ有価処分

スクラップ有価処分

廃棄物処理法の産業廃棄物①産業廃棄物　　　　：

②特別管理産業廃棄物： 廃棄物処理法の特別管理産業廃棄物
③金属等　　　　　　： 鉄筋，鉄骨，アルミサッシ，その他金属等でスクラップとして有価で処分できるもの
④特定建設資材　　　：

小形二次電池(鉛，ニッケルカドニウム電池)，蛍光灯，硬質塩ビ管，ガラス

CCA処理木材，アスベスト含有石膏ボード等
⑦特殊な建設副産物　： フロン，イオン化感知器等

建設リサイクル法で定められたコンクリート，コンクリート及び鉄から成る建設資材，木材，

アスファルトコンクリート

⑥処理注意建設廃棄物：

⑤小形二次電池等　　：

和泊町

(株 )アーキ・プラン
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